
広報　　　　　№７００　平成２１年３月１０日　　（６）
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人事行政の運営等の
状況の公表

人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づく公表をします。
□問 総務人事課　�◯内 ２３８

１　職員の任免および職員数に関する状況

（１）職員の採用の状況
　平成１９年度は、一般事務１０人（３人）、保健師１人（１人）、保育士
１人（１人）、消防士２人（１人）の職員を採用しました。
　※（　）内は女性数、内書き

（２）再任用の状況
　再任用職員とは、定年退職者等のうち改めて採用される職員であり、
フルタイム勤務職員（週３８時間４５分）と、短時間勤務職員（週３８時間
４５分未満）がいます。

　　　平成１９年度は、短時間勤務職員１人を採用しました。

（３）職位別任用状況
　平成２０年３月末現在、課長補佐相当以上の職員の総数は１３０人であり、
平成１９年度中における昇任者数の内訳は、下表のとおりです。

※（　　）内は、女性数、内書き

（４）職員の退職の状況
　　　平成１９年度における職員の退職の状況は、下表のとおりです。

※（　　）内は、女性数、内書き

（５）部門別職員数の状況と主な増減理由　　　　　（各年４月１日現在）

※１　職員数は、教育長・休職者・派遣職員などを含み、特別職・臨時および

　　　非常勤職員を除く

　２　（　）内は、再任用短時間勤務職員で、それぞれの計に含まない

（６）定員適正化計画の数値および進捗状況
　　　①　定員適正化目標（数・率）および手法の概要

　高齢化対策および児童福祉対策・つくばエクスプレスに関連す
る事業等において見込まれる増員については最小限とし、事務事
業の統廃合・民間委託などの推進により平成１７年から２２年までの
５年間で３２人（４.６パーセント）の削減を目標としています。
※定員適正化計画は平成１８年３月に策定

　　　②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在）

計課長補佐相当課長相当次長相当部長相当
１６人（２人）６人（２人）５人（０人）３人（０人）２人（０人）

計その他（死亡）自己都合退職勧奨退職定年退職
２５人（５人）０人（０人）３人（０人）７人（１人）１５人（４人）

主な増減理由対前年
増減数

職員数
平成２０年平成１９年

運転業務の見直し△１　６　７議　会

一
般
行
政
部
門

　０１１２１１２総　務
事務事業の見直し△１　４３　４４税　務
事務事業の見直し、委託△２１２５１２７民　生

　０　３６　３６衛　生
　０　３　３労　働

事務事業の見直し△１　５　６農林水産
　０　６　６商　工

事務事業の見直し△４　８９　９３土　木
△９（２）４２５（３）４３４（１）小　計

事務の委託△１６４　６５教　育
特別行政
部　門

　０９３　９３消　防
△１（３）１５７（３）１５８（０）小　計

事務事業の見直し△１２４　２５水　道公営企業
等会計部
門　　　

事務事業の見直し△１１５　１６下水道
後期高齢者医療保険業務の開始　２４９　４７その他

０（０）８８（０）８８（０）小　計
△１０（５）６７０（６）６８０（１）合　　　計

数値目標

平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度
区　　分

５年目４年目３年目２年目１年目計画策定年度

△４△２△９△３△７差一般行政
部 門 ４１９４２３４２５４３４４３７４４４職員数

△５△１△１１３差特別行政
部 門 １５１１５６１５７１５８１５７１５４職員数

０１０△１△４差公営企業等
会 計 部 門 ８９８９８８８８８９９３職員数

△９△２△１０△３△８差
計

６５９６６８６７０６８０６８３６９１職員数

２　職員の給与の状況
①人件費の状況

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含む

②職員給与費の状況

※１　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数

　２　職員手当には、退職手当を含まない

③職員の平均給料月額および平均年齢の状況　　　　（平成２０年４月１日現在）

※国の数値は、平成１９年４月１日現在

④職員の初任給の状況（改定後）　　　　　　　　　　（平成２０年４月１日現在）

⑤職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況　　　（平成２０年４月１日現在）

　※１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数
　　２　一般行政職とは、現業職員、消防職員、水道部職員、税務職員、福祉職員、看護保健職員、

医療技術職員および教育公務員（指導主事）のいずれの職種にも属さないすべての職員

⑥職員手当の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２０年４月１日現在）

人件費率（Ｂ）／（Ａ）人件費　（Ｂ）歳出額　（Ａ）区　分

２４.２％５,６５４,６４６千円２３,４０１,５８２千円平成１９年度普通会計決算

１人当たり給与費
（Ｂ）／（Ａ）

計（Ｂ）期末勤勉手当職員手当給料
職員数
（Ａ）

区　分

６,８９０千円
４,００２,９４６

千円
１,０５６,５９４
　千円

５２４,４３９
千円

２,４２１,９１３
　　千円

５８１平成１９年度
普通会計決算

国埼玉県八潮市区　　分

３２５,７２４円３６２,３８８円３６１,８５１円平均給料月額

一般行政職

４０.７歳４３.８歳４６.５歳平均年齢

国八潮市区　分

１７２,２００円１７８,８００円大学卒
一般行政職

１４０,１００円１４９,８００円高校卒

経験年数１５～１９年経験年数１０～１４年経験年数７～９年区　分

３３０,５９７円２８９,３０５円２５８,０６４円大学卒
一般行政職

２８８,９４６円２６２,４８０円２２９,３３３円高校卒

２９９,７８０円――技能労務職

国八　潮　市区　分

本市に同じ

○平成２０年度支給割合（給与改定後）

期末手当
　

勤勉手当

勤勉手当
０.７５月分
０.７５月分
１.５月分

期末手当
１.４月分
１.６月分
３.０月分

　　　
６月期
１２月期
　計

職制上の段階、職務の
有　　

級等による加算措置

本市に同じ

○支給率

退職手当

定　　年
３０.５５月分
４１.３４月分
５９.２８月分
５９.２８月分

自己都合
２３.５０月分
３３.５０月分
４７.５０月分
５９.２８月分

勤続　２０年
　〃　２５年
　〃　３５年
最高限度額

その他の　定年前早期退職特例措置
加算措置　（２％～２０％加算）

―退職時　　勧奨退職最高８号給昇給

１．２％職員全体に占める手当支給職員の割合
特殊勤務
手　　当
（平成１９年度）

２８,７５０円支給対象職員１人当たり平均支給年額

作業手当、特殊自動車運転手当手当の種類

�

�

�

�

��������������������������

��������������������������

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�

Title:広報やしお03/10号Ｐ06-07t.ec6 Page:6  Date: 2009/03/03 Tue 19:01:56


